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　平成２１年度の一般会計決算で、市のお金がどのように使われ
たかをお知らせします。
　決算の概要は市報７月２０日号に掲載しましたので、今回は経
常収支比率などの財政指標や歳入・歳出のポイント、個別事業
の特徴などをあげています。
　なお、平成２１年度決算の資料として、「事務報告書」「決算書」
「決算審査意見書」が、市役所情報公開コーナー、中央図書館、
公民館、北・南市民プラザで閲覧できます。 政策経営課財政係

　平成２１年度は１０２.０％で、２０年度より１.６ポイント低くなりま
した。これは、収入（分母）は０.５％の減少にとどまったのに比べ、
人件費や物件費などの支出（分子）は２.１％の減少となったこと
によります。

○経常収支比率とは…
　市税など毎年経常的に入る収入（経常一般財源）を、どれだけ経常
的支出（人件費、公債費、扶助費等）に使ったのかを示す割合で、市
財政の弾力性を計る数値になります。
　都市部においては７５％程度が妥当（理想的）な数値と言われていま
すが、現状では多摩地区２６市の平均でも９６.０％と高い率になってい
ます。

　経常収支比率が１００％を超えるということは、経常的な収入で
経常的な支出をまかなえないことになり、一般家庭に例えるな
ら、毎月の生活費が月給を上回り、臨時収入や貯金の取り崩し
で補っている状況といえます。

経常収支比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行により、毎年度決算に基づき財政に関する指標を算定し、監査委員の審査、議会への
報告の後、公表することが義務付けられました。国立市の各指標は基準を下回っていますが、この指標が一定の基準を超えると、財政健全
化のための計画策定等が義務付けられます。
　なお、監査委員の審査の結果、各指標とその算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されていると認められました。

実質赤字比率　一般会計等（国立市では一般会計と受託水道事業特別会計）の
決算で、歳入から歳出と翌年度に繰り越す財源などを差し引いた額が赤字
の場合、その赤字額（実質赤字）の標準財政規模（※）に対する割合を言いま
す。

連結実質赤字比率　特別会計を含めた全ての会計の赤字額と黒字額を合算し
て、全体として赤字額がある場合、その赤字額の標準財政規模に対する割
合を言います。

実質公債費比率　一般会計等の歳出のうち、元利償還金（地方債を返済するた
めの元金と利子）やそれに準じた経費などの、標準財政規模を基本とした額
に対する割合をいいます。一般会計、各特別会計に加えて、国立市が加入
している一部事務組合の元利償還金も対象となります。

将来負担比率　一般会計等が将来負担しなければならない実質的な負担の、
標準財政規模を基本とした額に対する割合をいいます。一般会計、各特別
会計、一部事務組合に加えて、土地開発公社も対象となります。

資金不足比率　公営企業会計において資金不足がある場合、その不足額の公
営企業の事業規模に対する割合をいいます。国立市では下水道事業特別会
計が対象となります。

※標準財政規模…通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すも
ので、臨時財政対策債の発行可能額も含まれます。

健全化判断比率と資金不足比率
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基金（市の貯金）
　平成２１年度末の一般会計の基
金（貯金）の合計は４４億５,０４３万
円で、市民１人当たりでは約６
万円になります。
　この基金のうち、いざという
時の財源にするために積み立て
ている財政調整基金の残高は１１
億５,１２２万円です。 年度
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主な基金残高の推移

鉄道連続立体
交差化整備基金

職員退職手当基金
公共施設整備基金

財政調整基金
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《経常収支比率の推移》

国立市国立市

多摩地区26市平均多摩地区26市平均
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（96.9）

103.6
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※(　)内の数字は、分母に減税補てん債および臨時財政対策債を
　加えた算式で計算したものです。

※実質赤字額、連結実質赤字額、資金不足はありませんでしたので、｢－」
　で表示されます。

20.00％
資金不足比率

経営健全化基準

公営企業の経営健全化

350.0％
34.0％

将来負担比率

35.0％25.0％
4.4％

実質公債費比率

40.00％17.74％

－％

国立市の
比率

－％

－％

連結実質赤字比率

20.00％12.74％
実質赤字比率

早期健全化段階 再生段階財政の健全化・再生

財政悪化

資金不足比率を経営健全化基準未満と
することを目標とした、経営健全化計
画を策定しなければなりません。

(自主的な改善努力
による財政の健全化
が求められます｡）

(国や都の関与のも
と、確実な財政再生
が求められます｡）

財政再生基準早期健全化基準

※

※

※

　国立市の平成２１年度決算における健全化判断比率と資金不足比率
は、すべて早期健全化基準を下回っています。しかし、この財政指標
は、財政破たんの恐れがある団体を早期に発見し、健全化を促すため
のものであり、各指標が基準を下回っているだけでは、財政運営上問
題がないということにはなりません。他の指標も含め、財政状況を分
析・検討をしながら、堅実な財政運営に努めてまいります。
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計351,702173,089←4,689173,924

（単位：円）

計355,701158,8860196,815

計 358,741175,950←3,455179,336

計 380,879213,462←40,146127,271

計 316,006156,506←9,207150,293

計 315,754150,579←9,780155,395

計 374,208197,990←33,491142,727

計 368,315197,552←34,985135,778

計 343,432152,1820191,250

計 347,093168,7650
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178,328

計 357,611159,274198,337

計 448,222178,986269,236

計 434,836223,368211,468

計 345,515179,362166,153

計 355,178191,979163,199

26市平均

国立市
稲城市

清瀬市

東大和市

狛江市

福生市

あきる野市

国分寺市

小金井市

三鷹市

武蔵野市

立川市

日野市

八王子市

税収　　普通交付税（※）　　その他税収　　普通交付税（※）　　その他
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（目的別）（目的別） （性質別）（性質別）

民生費（38．2％）
97億8，973万円
民生費（38．2％）
97億8，973万円

総務費（15．5％）
39億7，800万円
総務費（15．5％）
39億7，800万円

土木費（11．7％）
30億1，059万円
土木費（11．7％）
30億1，059万円

教育費（11．4％）
29億1，044万円
教育費（11．4％）
29億1，044万円

衛生費（7．8％）
20億470万円
衛生費（7．8％）
20億470万円

公債費（7．7％）
19億7，825万円
公債費（7．7％）
19億7，825万円

消防費（4．0％）
10億1，398万円
消防費（4．0％）
10億1，398万円

その他（0．6％）
1億6，009万円
その他（0．6％）
1億6，009万円

出資金・貸付金
（0．1％）2，500万円
出資金・貸付金
（0．1％）2，500万円

扶助費（20．7％）
53億200万円
扶助費（20．7％）
53億200万円

人件費（19．6％）
50億3，170万円
人件費（19．6％）
50億3，170万円

補助費等（14．9％）
38億1，952万円
補助費等（14．9％）
38億1，952万円

繰出金（14．9％）
38億2，030万円
繰出金（14．9％）
38億2，030万円

物件費（13．4％）
34億2，832万円
物件費（13．4％）
34億2，832万円

公債費（7．7％）
19億7，825万円
公債費（7．7％）
19億7，825万円

普通建設事業費（6．5％）
16億5，082万円
普通建設事業費（6．5％）
16億5，082万円

積立金（1．7％）
4億4，348万円
積立金（1．7％）
4億4，348万円

維持補修費（0．5％）
1億3，081万円
維持補修費（0．5％）
1億3，081万円

議会費（1．2％）
3億183万円
議会費（1．2％）
3億183万円

諸支出金（1．9％）
4億8，259万円
諸支出金（1．9％）
4億8，259万円
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民生費
97億8，973万円

高齢者のための事業
（14．7％）

14億3，637万円

高齢者のための事業
（14．7％）

14億3，637万円

その他（4．4％）4億2，947万円その他（4．4％）4億2，947万円

しょうがいの
ある方のための
事業（１9．2％）
18億8，449万円

しょうがいの
ある方のための
事業（１9．2％）
18億8，449万円

国民健康保険関係
（特別会計への繰出金）

（11．6％）
11億3，197万円

国民健康保険関係
（特別会計への繰出金）

（11．6％）
11億3，197万円

子どものための事業
（35．3％）

34億5，691万円

子どものための事業
（35．3％）

34億5，691万円

生活支援のための事業
（14．6％）
14億2，540万円

生活支援のための事業
（14．6％）
14億2，540万円

国民年金関係
（0．2％）
2，512万円

国民年金関係
（0．2％）
2，512万円
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その他（1．8％）4億8，739万円その他（1．8％）4億8，739万円
地方特例交付金（0．6％）1億5，055万円地方特例交付金（0．6％）1億5，055万円
繰入金（0．6％）1億6，208万円繰入金（0．6％）1億6，208万円
財産収入（0．7％）1億8，804万円財産収入（0．7％）1億8，804万円分担金および負担金（１．0％）

2億5，503万円
分担金および負担金（１．0％）
2億5，503万円
繰越金（1．3％）3億4，463万円繰越金（1．3％）3億4，463万円
諸収入（1．7％）4億2，935万円諸収入（1．7％）4億2，935万円

使用料および手数料（1．8％）
4億6，330万円
使用料および手数料（1．8％）
4億6，330万円
地方消費税交付金
（3．0％）
7億6，853万円

地方消費税交付金
（3．0％）
7億6，853万円
市債（5．2％）
13億4，100万円
市債（5．2％）
13億4，100万円

都支出金（11．6％）
30億2，123万円
都支出金（11．6％）
30億2，123万円

国庫支出金（15．4％）
39億8，420万円
国庫支出金（15．4％）
39億8，420万円

市税（55．3％）
143億4，760万円
市税（55．3％）
143億4，760万円
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億円億円
市税収入市税収入 3月31日現在人口3月31日現在人口

人人

120

130

15
年
度

平成
16
年
度

17
年
度

18
年
度

19
年
度

21
年
度

20
年
度

140

150

60,000

65,000

70,000

75,000

市
税
収
入

人　

口

143.5143.1
141.3

137.9

128.6

125.1
124.2

74,32974,251

73,80373,56373,33973,21373,574
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